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令和８年度インフルエンサーを活用した中東市場向け観光プロモーション事業 

企画提案公募実施要領 

 

「令和８年度インフルエンサーを活用した中東市場向け観光プロモーション事業」（以下、

事業という）に関する委託業務の企画提案書を募集します。以下の事項に留意し、応募し

てください。 

 

１ 事業目的 

中東市場は、人口に占める富裕層の割合が高いなど、有望なインバウンド市場である。

このため、中東市場に影響力のある日本在住のインフルエンサーを活用したプロモーショ

ンを行うことにより、当該市場における本県の認知度向上や誘客促進を図ることを目的と

して本事業を実施するもの。 

 

２ 委託業務の概要 

（１）事業名： 

令和８年度インフルエンサーを活用した中東市場向け観光プロモーション事業 

 （２）実施主体 ：福岡県 

（３）事業内容 ：別添「企画提案公募仕様書」のとおり 

 （４）委託期間 ：契約締結の日から令和９年３月３１日（水）まで 

（５）委託上限額：５，４９４千円（消費税及び地方消費税含む） 

 （６）成果物 

①事業報告書  

紙媒体：Ａ４判冊子 ２部 

電子媒体：Word、Excel、PowerPointにおいて編集可能ないずれかのファイル 

形式及び PDF形式の両方 1部 

    ②制作物 

     本事業の遂行にあたり制作物があれば提出すること。 

 

３ 企画提案で求める内容（詳細については、別紙「仕様書」を参照すること） 

   下記の項目について提案を行うこと。提案にあたっては、具体的根拠や理由を明確に 

したうえで、説得性の高い提案書となるよう留意すること。 

（１）インフルエンサーの選定（仕様書 ４（１）関連） 

・ 起用するインフルエンサーの人数、氏名（またはアカウント名）、主要 SNSプラッ

トフォーム、フォロワー数、ターゲット層の属性等を提案すること。 

（２）投稿コンセプト・取材行程の策定（仕様書 ４（２）関連） 

・ 訴求効果の高い投稿コンセプト、取材先を提案すること。 

・ 取材行程表（タイムスケジュール）を提案すること。 

（３）独自提案（仕様書 ４（６）関連） 

・ 事業目的の達成ため、提案者が必要かつ効果的と考える事柄があれば、積極的に

提案すること。 

（４）スケジュール・業務体制（仕様書 ４（７）関連） 

・ 業務全体のスケジュール及び業務を円滑に遂行するための体制について、図表等

を用いて分かりやすく説明すること。なお、業務体制については、人員・経験等を
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明確にすること。 

・ 業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、企画提案書に

再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲等について記載すること。 

（５）本事業を通して期待される成果および KPI（仕様書 ４（８）関連） 

・ 本事業を通して期待される効果について、記載すること。また、定量的に示すこ

とが可能なものは、具体的な数値を用いて示すこと。 

（６）会社概要 

・ 会社概要、責任者・担当者の役職・氏名および連絡先（電話、メールアドレス等） 

について記載すること。 

・ 審査結果は電子メールにより通知するため、必ず担当者のメールアドレスを記載

すること。 

 （７）類似事業の受託実績 

・ 過去に受託した類似事業の実績や成果について示すこと。 

（８）見積書（仕様書４（９）関連） 

・ 見積書の各項目については税抜価格で記載し、消費税は最後に加算すること。た

だし、非課税取引に該当するものがある場合は明示すること。 

 

４ 参加要件 

（１）委託業務に関するノウハウを有し、かつ当該委託業務を円滑に遂行するための必要

な経営基盤を有していること 

 （２）次のアからカのいずれにも該当しないこと。なお、提案書提出後、契約までの間に

アからカのいずれかに該当する事実が判明した時は契約できない場合がある。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当する者（一般競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で

復権を得ない者） 

イ 福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成２８年３月２８

日２７総セ第２５１７３号）に基づく指名停止期間中である者 

     ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）、破産法（平成１６年法律第７５号）、会社法（平成１７年法律第８６号）

の規定に基づき、会社の更生、再生、破産又は清算の手続を行っている者 

     エ 県税、消費税及び地方消費税を滞納している者 

     オ 役員（法人でない団体の代表者又は管理人を含む。）が、禁錮以上の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過し

ない者 

カ 福岡県暴力団排除条例に定める暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有する者 

（３）契約時に契約保証金又はこれに代わる担保の納付又は提供が確実にできること 

ア 契約保証金（又は担保）…契約金額の 100分の 10以上 

イ 県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合は契約保証金を免除する 

ウ 福岡県競争入札参加資格者名簿登録事業者であり、過去２年の間に、本県若し

くは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人等を含む）との同種・同規模

の契約を履行（２件以上）したことを証明する書面（当該発注者が交付した証明

書）を提出する場合は、契約保証金を免除する 

（４）共同体で参加する場合は、下記の要件を全て満たすこと 

ア 上記要件（２）については、共同体の構成員全員が満たしていること 
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イ 上記要件（３）については、共同体の構成員のうち少なくとも１団体以上が満

たしていること 

ウ 必ず代表団体を定めること 

エ 各構成員は、本募集への単独参加又は他の共同体での参加を行っていないこと 

 

５ 質問受付及び回答  

本件に関する質問は、様式第１号「質問書」により、令和８年１０月２８日（水）12 時

までに下記 13「連絡先および書類の提出先について」に記載する宛先に電子メールで送信

すること。メールの件名は「【質問】令和８年度インフルエンサーを活用した中東市場向け

観光プロモーション事業（事業者名）」とし、本文中に質問者を記載すること。 

また、質問及び回答は、令和８年１０月３０日(金)までに質問者に対しメールにて送付

するとともに、この公募実施要領を掲載したホームページに掲載する。 

なお、他応募者からの提案書提出状況に関すること、本県が受け付けない項目と判断し

たものについては、回答しない。 

 

６ 企画公募の日程、提出書類、提出先について 

（１）日程 

①公募開始及び質問受付開始 

令和８年１０月２１日（水） 

②質問受付期限 

令和８年１０月２８日（水） 12時まで 

③質問に対する回答期限 

令和８年１０月３０日（金） 

④企画提案書の提出期限 

令和８年１１月１１日（水）12時まで 

※応募者多数の場合、一次審査を行い、上位４社を対象として二次審査（プレゼン

テーション審査）を実施する（該当者へ個別に通知） 

⑤一次審査結果の通知 

令和８年１１月１３日（金）予定 ※担当者へメールにて通知 

⑥二次審査（プレゼンテーション審査）の実施 

令和８年１１月１７日（火） 予定 ※時間は該当者へ個別に連絡 

⑦二次審査結果の通知 

令和８年１１月１８日（水） 予定 

⑧契約の締結 

令和８年１１月下旬 予定 

（２）企画提案書の提出内容 

①企画提案書・・・Ａ４判（タテ・ヨコは任意）５部 

②見積書（項目ごとに積算）・・・Ａ４判（タテ・ヨコは任意）５部 

③上記①・②の PDF データ 

※ 見積書の各項目については税抜価格で記載し、消費税は最後に加算すること。 

ただし、非課税取引に該当するものがある場合は、明示すること。 

（３）企画提案書の提出方法  

上記（２）①企画提案書及び②見積書については、下記 13「連絡先および書類の提出

先について」に記載する住所に郵送もしくは持参すること。（提出期限までの必着とする） 

また、上記６（２）③「上記①・②の PDFデータ（企画提案書・見積書の PDFデータ）」
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については、下記 13「連絡先および書類の提出先について」に記載するメールアドレス

に提出すること。（８MGを超える場合は、分割送付または大容量データ転送サービス等を

活用すること） 

 

７ 提出書類の取り扱い 

 （１）提出された企画提案書等は委託先の選定にのみ使用する。 

（２）提案書の作成に要した費用、その他参加に要した費用については企画提案事業者の

負担とする。 

（３）本要領に示した公募参加の資格がない者、提出書類に虚偽の記載をした者の提出 

した提案書は無効とする。 

（４）提出された提案書等は、理由の如何を問わず返却しない。 

 

８ 選定委員会について 

  本企画提案公募の審査は、選定委員会により行うこととし、本委員会の事務局は、福岡

県商工部観光局観光振興課に設置する。 

（１）審査の過程で、メールや電話等でヒアリングを行い、追加資料を求める場合がある。 

（２）審査結果は、企画提案書を提出した者（共同企業体による提出の場合はその代表者）

に対し電子メールにて速やかに通知する。なお、審査内容については公表しない。 

（３）契約前に詳細協議を行い、提案企画の一部を変更する場合がある。 

（４）原則として第一位選定者と委託契約を締結するが、委託に関して必要な協議が合意

に至らない場合は、次順位以降の者を繰り上げて協議の上、契約する。 

（５）企画提案を採用した場合においても、事業内容は協議により決定するものとし、提

案のあった内容をすべて実施することを保証するものではない。 

 

９ １次審査（書面審査）について 

本事業の企画提案参加者が５社以上の場合は、選定委員会事務局（観光振興課）におい

て、下記 12の審査基準により企画提案書の１次審査（書面審査）を行い、２次審査（プレ

ゼンテーション審査）に進む４社を選定する。 

 

 

10 ２次審査（プレゼンテーション審査）について 

選定委員会において、プレゼンテーション審査を行い、高い評価点を得た提案事業者を

委託候補事業者として選定する。 

・２次審査の詳細日程等は、１次審査を通過した提案事業者に速やかにメールにて通知

する。 

  ・プレゼンテーションは、原則、提案書に沿って説明を行うこととするが、追加資料や

映像等を用いて説明しても差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔２次審査（プレゼンテーション審査）〕 

 審査日程：令和８年１１月１７日（火） （※予定） 

 審査場所：福岡県庁（福岡市博多区東公園７番７号）（※予定） 

 提案事業者数：最大４社まで 

 審査時間：１事業者あたり、15分程度・質疑応答 10分程度を予定 
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11 審査基準 

・ 審査は、１次、２次ともに、下表に示す評価項目により採点する。 

・ ２次審査において、合計点数が最も高い提案事業者を委託候補事業者とする。 

合計点数が同点となった場合は、選定委員会の協議により選定する。 

・ 満点の６割を最低基準点とし、合計点数がこれに満たない場合は、選定しない。  

・ 提案参加事業者が１事業者の場合においても２次審査を行い、最低基準点を超えた場

合、委託候補事業者として選定する。 

（評価項目表） 

 

5 点

中東市場に訴求力のあるインフルエンサーが選定されている 15 点

起用するインフルエンサーの人数、投稿するSNS媒体の選定、ターゲット層の設定が効果的なものとなっている 10 点

中東市場のターゲット層に訴求効果の高いコンセプトとなっている 10 点

投稿形式や投稿本数がターゲット層やSNSのトレンドに合致したものとなっている 10 点

福岡県の観光の魅力が伝わる取材先が選定され、無理のない取材行程が策定されている 10 点

③独自提案  提案された内容により、高い事業成果が期待できる 10 点

④KPI
・提案された内容により、高い事業成果が期待できる

・KPI達成の蓋然性が高い提案がなされている
10 点

①会社概要、業務体制 適切な業務体制及び人員確保がなされており、円滑かつ安定的に業務遂行可能な体制と判断できる 5 点

②スケジュール 詳細なスケジュール（工程）が示され、かつ、実現可能であると判断できる 5 点

③類似事業の受託実績 類似事業の実績が豊富であり、高い知見・ノウハウを持つと判断できる 5 点

5 点

100 点

（４）見積もりの妥当性

 　　　　業務内容に見合った適切な経費、またそれ以上の効果が期待できる

合計（100点満点）

②投稿コンセプト・取材行程

（３） 業務遂行の確実性

①インフルエンサーの選定

（１） 事業目的の理解度

　　　　　中東市場の情勢やトレンド、各種インバウンド施策等について豊富な知識と経験を持ち、本事業の目的・内容について

　　　　十分に理解した具体的な提案内容となっている。

（２） 提案内容の優良性

審査項目
MAX

配点

 

 

12 委託契約について 

（１）選定委員会で選定された事業者を委託候補事業者として、契約協議を行う。 

なお、委託契約締結に係る費用は受託者の負担とする。 

（２）委託契約にあたっては、提案内容を基に両者協議の上、最終の仕様を決定する。 

（３）委託契約にあたっては、「当初委託契約額（消費税込）」の１００分の１０以上の 

金額を契約保証金として、県に納めることとする。 

なお、この契約保証金は契約が支障なく履行されたときは、委託契約期間終了時に

全額返還する。 

また、地方自治体を被保険者とする履行保証保険契約を保険会社と締結された場合

や、福岡県競争入札参加資格者名簿登録事業者であり過去２年以内に地方公共団体と

同種及び同規模の契約を数回以上にわたり締結し、これを全て誠実に履行した場合な

どは、契約保証金が減免される場合がある。 
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13 連絡先および書類の提出先について 

   「５ 質問受付および回答」および「６（２）③企画提案書・見積書の PDFデータ」につ

いては、下記担当者あてに電子メールを送付すること。 

 

  ＜住所＞〒812-8577 福岡県福岡市博多区東公園 7-7 

＜担当＞ 長野（ちょうの） 

    ＜電話＞ 092-643-3457 

＜メールアドレス＞ kanshin@pref.fukuoka.lg.jp 


